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十勝地方道路防災連絡協議会が地域版道路啓開計画を策定 

～関係機関が連携し、大規模地震・津波に備える～ 

 

 

 
 

 

道路啓開計画の立案は、災害対策基本法に基づく防災基本計画において、道路管理者の

実施事項として義務づけられており、令和２年３月に「北海道道路啓開計画（初版）」を、

令和４年１２月に同計画（第２版）が策定されました。「十勝地方道路啓開計画（初版）」

は、「北海道道路啓開計画（第２版）」を基に、地域の状況を踏まえた検討を加え、より具

体化させたものです。 

 

 １．策 定 日  令和５年３月３１日 

 

 ２．計画の概要  別紙１～３とおり 

 

 ３．計画の詳細  詳細は下記ＵＲＬを参照してください。 

URL：https://www.hkd.mlit.go.jp/ob/douro_keikaku/ctll1r0000000l5o-att/inr9av0000008zn5.pdf 

 

※道路啓開：大規模災害時に、救急・救助活動、緊急物資支援等や応急復旧を早急に実施するため、 

最低限のガレキ処理と簡易な段差補修などを行い、緊急車両通行のための救援ルートを 

開けること。 

 

 

 

 

 

【問合せ先】国土交通省 北海道開発局 帯広開発建設部 

道路防災推進官  梅津 隆（電話番号 0155-24-4104 ダイヤルイン） 

道路整備保全課長 久保田良司（電話番号 0155-24-4104 ダイヤルイン） 

     帯広開発建設部ホームページ https://www.hkd.mlit.go.jp/ob/ 

道路管理者及び十勝地域の関係機関で構成される「十勝地方道路防災連絡協議会」は

大規模な地震・津波発生時に備え、道路啓開※が迅速に行えるように『十勝地方道路啓開

計画（初版）』を策定しました。 

 

https://www.hkd.mlit.go.jp/ob/douro_keikaku/ctll1r0000000l5o-att/inr9av0000008zn5.pdf
https://www.hkd.mlit.go.jp/ob/


非被災地

【別紙1】十勝地方道路啓開計画(初版)の策定(１／３)
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＜十勝地方道路啓開計画(初版)策定の背景と目的＞
• 災害対策基本法に基づく防災基本計画では、道路管理者の実施事項として「道路啓開等の計画立案」を明記。
• 北海道開発局が事務局を務める北海道道路啓開計画検討協議会は、被災地内(浸水域内)の活動拠点までの道路啓開の役
割分担や作業内容等を定めた北海道道路啓開計画(初版)を令和2年3月に公表。

• 新たな津波浸水想定の公表(令和3年7月,北海道)等を踏まえた北海道道路啓開計画(第2版)を令和４年１２月に策定。

「十勝地方道路啓開計画(初版)」は、北海道道路啓開計画（第２版）を踏まえ、十勝管内において、今後危惧される大規
模な地震・津波発生時に備え、関係機関が連携して迅速な道路啓開作業を実施できるよう、具体の運用に向け必要となる
事項を検討し、整理したものである。

•津波浸水域が発生する市町村の活動拠点を終点とし、甚大な被害が想
定される津波浸水域までの広域な救援ルートを設定。

•人命救助で生存率が大きく変化する時間は3日間とされており、北海道
道路啓開計画(第２版)では、72時間内の活動拠点の到達を目標に設定。

≪第２版で定める緊急啓開ルート
及び啓開拠点（抜粋）≫

●北海道道路啓開計画（第２版）

≪道路啓開目標≫

活動拠点

進出拠点
おおむね
24時間

おおむね
48時間

おおむね
72時間

被災地内ルート
甚大な地震・津波
被害が想定される
地域内のルートの
道路啓開完了

広域移動ルート
(非被災地から被災
地へ向かう広域移
動のためのルート)
の道路啓開完了

アクセスルート
(広域移動ルートか
ら被災地へアクセス
するためのルート)
の道路啓開完了

広域進出拠点

活動中継拠点

被災地

●十勝地域における道路啓開計画の検討経緯及び活動

年度 月 検討経緯

R2
年度

3月 ・北海道道路啓開計画（初版）策定

１２月 ・津波災害を想定した道路啓開訓練（広尾町）

R3
年度

7月 ・北海道太平洋沿岸の津波浸水想定の公表

１２月
・新たな津波浸水想定等を踏まえた拠点、ルートの
再設定

・津波災害を想定した道路啓開訓練（浦幌町）

R４
年度

６月～
１１月

・十勝地方道路啓開計画（案）の作成

12月
・災対法に基づく道路啓開訓練（足寄町）
・北海道道路啓開計画（第２版）策定

R5.1月
～2月

・第２版及び意見照会等を踏まえた十勝地方道路啓
開計画（案）の修正

R5.3月 ・十勝地方道路啓開計画（初版）策定
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協議会の目的
協議会は、道路災害の防止及び災害発生時の被害拡大を防止するため、地域住民、地方自治体及び関係機関が相互に連携
を図り、道路における地域防災パートナーシップの構築を図り、道路防災の推進を行うことを目的とする。

十勝地方道路防災連絡協議会構成機関（計５１機関）

【別紙2】十勝地方道路啓開計画(初版)の策定(２／３)

計画策定主体

■十勝地方道路防災連絡協議会
・北海道道路啓開計画（第２版）を踏まえ、十勝地域の被災地内（浸水域内）における
迅速な道路啓開を実施する上で必要な事項を定めた計画として、道路管理者及び関係する防災
機関により構成する協議会で検討・策定

Ｎｏ 機関名 Ｎｏ 機関名 Ｎｏ 機関名

会長 帯広開発建設部 次長 18上士幌町 36広尾警察署

1

帯広開発建設部

本部 19鹿追町 37池田警察署

2 帯広道路事務所 20新得町 38本別警察署

3 広尾道路事務所 21清水町 39とかち広域消防局

4 足寄道路事務所 22芽室町 40十勝観光連盟

5

十勝総合振興局

地域創生部 23中札内村 41北海道商工会連合会十勝支所

6 産業振興部 24更別村 42十勝地区トラック協会

7 森林室 25大樹町 43十勝地区バス協会

8

帯広建設管理部

維持管理課 26広尾町 44十勝地区ハイヤ-協会

9 道路課 27幕別町 45北海道電力ネットワーク株式会社 帯広支店

10 事業課 28池田町 46株式会社ＮＴＴ東日本－北海道北海道東支店

11 鹿追出張所 29豊頃町 47東日本高速道路株式会社北海道支社 帯広管理事務所

12 大樹出張所 30本別町 48帯広測候所

13 足寄出張所 31足寄町 49北海道旅客鉄道株式会社 帯広保線所

14 浦幌出張所 32陸別町 50陸上自衛隊第５旅団

15帯広市 33浦幌町 51帯広建設業協会

16音更町 34帯広警察署

17士幌町 35新得警察署



3

【別紙3】十勝地方道路啓開計画(初版)の策定(３／３)

北海道道路啓開計画（初版）で太平洋側地域の拠点設定と緊急啓開ルートを設定（R2.3.30）
津波浸水域の見直し等を反映した、第２版を令和4年12月21日に策定・公表

北海道を太平洋側、日本海側、オホーツク海側の
3地域に分ける（図１）。特に日本海溝・千島海
溝周辺海溝型地震が想定される「太平洋側」は優
先度が高い状況（図２）。

北海道道路啓開計画検討協議会
・北海道開発局 ・北海道 ・札幌市
・NEXCO北海道支社
・オブザーバー（陸上自衛隊、北海道警察本部、
全国消防長会北海道支部 (一社)北海道建設業協会）図２ 太平洋側地域の

啓開拠点及び緊急啓開ルート
図１ 道路啓開計画立案の対象地域

図 十勝地域の啓開拠点及び緊急啓開ルート

１．関係機関との連携体制確保
・道路管理者のほか関係機関と構成された十勝地方道路防災連絡協議会にて、
計画策定を行い、連携体制の確認やタイムラインを作成

２．資機材の準備
・管内建設業者が保有する資機材等について、道路管理者及び関係機関が情報
共有を図り、発災時に迅速に対応できる体制を確保

３．地域内重要施設の把握
・住民の避難や人命救助、受援体制構築等を踏まえ被災地内の重要施設を把握

４．緊急啓開区域ごとの作業実施会社の設定
・発災後に迅速に道路啓開作業が開始できるよう、啓開区域を分割し作業を行う
建設会社を設定

十勝地方
道路啓開計画

災害対策基本法

防災基本計画

今回
策定

北海道道路啓開計画

迅速な道路啓開作業を実施できるよう、地域の状況を踏まえた具体の運用に向け必要と
なる事項を検討し、整理・とりまとめ。


